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はじめに

　公共施設マネジメント担当の仕事を命じられたとき、皆さんはどのよ
うに思ったでしょうか？　おそらく、不安と期待が入り交じった気持ち
だったのではないかと思います。

　よくわかります。私自身も、そうでした。
　2008 年 3 月、副市長から「4月 1日付けで設置する公共施設再配置計
画担当の担当主幹を命じる」という人事異動の内示を受けたとき、私の
頭の中はクエスチョンマークで一杯になりました。当時、公共施設マネ
ジメントという仕事は、ほんの一握りの自治体しか取り組んでいなかっ
たため、何をすればよいのか、イメージがまったく湧かなかったのです。
　困惑する私に、副市長はこう続けました。「真っ白いキャンバスに市
長の思いを描いてあげてくれ」と。抽象的な説明の内示に戸惑いつつも、
具体的にイメージできなかったからこそ、得体の知れない新しい仕事に
対するワクワク感が胸に去来していたことも確かです。
　今となっては懐かしい思い出ですが、それから 11 年間、私は公共施
設マネジメントを担当し、現在は、上下水道局に異動してハコモノから
インフラへと舞台を変え、引き続き公共施設の老朽化対策に関わってい
ます。

　公共施設マネジメント担当から離れる異動の内示が発表された後、多
くの同僚や先輩方から、「もうやれることをやりきっただろう」と労い
の言葉をかけられました。自治体職員に異動は付き物です。組織に属し
ている以上、自分の意思だけで仕事の内容を決められるわけではありま
せん。事務職としては異例ともいえる長い時間、1つの仕事に関わり、
一定の成果を残してきた中で、やりきった感があったことも確かです。
一方で、「やり残したことがあるのではないか」という、わずかな悔いも、
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もやもやと心の中に残っていました。
　異動後、新しい仕事に忙殺され、そんな気持ちも次第に薄れ始めてい
たころ、本書執筆のお誘いを受け、「やり残していたことはこれだ」と
腹落ちしました。
　私が得た知識と経験を活字にすることにより、より多くのことを長い
時間にわたって、確実に後進に伝えていくことができるはずです。私を
成長させてくれた公共施設マネジメントの世界に対する最後のご奉公と
して、執筆することを即断しました。

　公共施設マネジメントは、今やすべての自治体が取り組むべき重要な
行政課題になっています。すでに先行している自治体の取組みを見れば、
取組みの先には、多くの困難が待ち受けていることが明らかです。
　しかし、恐れる必要はありません。
　皆さんは、困難に立ち向かう胆力と、問題を解決する能力があると見
込まれて、組織から担当に任命されたのですから。
　本書では、私が 11 年間にわたり地方自治の現場で公共施設マネジメ
ントを実践して得た知識と経験について、紙幅の許す限り書き記しまし
た。
　その内容は、新人職員から管理職に至るまで、事務職の方のみならず、
技術職の方にもきっとお役に立てていただけると思います。また、議員
の皆さんにも、執行部の公共施設マネジメントの進め方をチェックする
際の参考にしていただけると考えています。
　さあ、公共施設マネジメント担当の皆さん、長い公務員人生の中で、
こんなにやりがいがあり、のめりこむことができる仕事に出会える機会
は滅多にありません。本書を片手に、勇気を出して前に進んでください。
　本書を読み終えたとき、それまでは雲に囲まれて見えていなかった山
頂が、きっと見えてくるはずです。

　2020 年 3 月
� 志村　高史
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◎…�公共施設って 
そもそも何？11

　そもそも「公共施設」とは何でしょうか。よく使われる言葉ではあり
ますが、辞書や白書、法律などによって、さまざまな説明がなされてい
ます。
　たとえば、大辞林（第三版）では、「道路・公園・下水道・学校・図
書館など、公共事業によって供給される施設。公共財としての性格をも
つ。」と解説されています。
　また、総務省から毎年発行されている地方財政白書では、「公共施設
の状況」の節で「地方公共団体は、住民の生活や福祉の向上を図り、個
性豊かで魅力ある地域づくりを推進するため、道路や公営住宅等の公共
施設の整備に努めている。」と記載しています。

　次に「公共施設」の定義を探してみることとします。
　2014 年 4 月、総務省から全国の自治体に向けて、「公共施設等総合管
理計画」を策定することが要請されましたが、その策定にあたっての指
針では、「公共施設等」を次のように定義しています。

▶▶「公共施設」とは

▶▶「公共施設」の定義

■�総務省通知「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」
（平成26年4月22日）

公共施設、公用施設その他の当該地方公共団体が所有する建築物その他
の工作物をいう。具体的には、いわゆるハコモノの他、道路・橋りょう
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　そして、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す
る法律（通称：PFI 推進法）」では、次のように定義しています。

　上記をふまえると、「公共施設」とは、「私たちの生活を支え、福祉を
増進させるため、一定のルールはあるものの誰もが恩恵を受けることが
できる工作物、建築物を総称する概念」とまとめることができそうです。
　そのうえで、本書では、公共施設について、大まかに①ハコモノ系、
②インフラ系、③プラント系の３つに分類し、解説等を行っていくこと
にします（図表 1参照）。

▶▶「公共施設」は大きく分けると３種類

等の土木構造物、公営企業の施設（上水道、下水道等）、プラント系施設
（廃棄物処理場、斎場、浄水場、汚水処理場等）等も含む包括的な概念で
ある。

■�民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律
（定義）

第 �2 条　この法律において「公共施設等」とは、次に掲げる施設（設備
を含む。）をいう。

　一�　道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水
道等の公共施設

　二　庁舎、宿舎等の公用施設
　三�　賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福
祉施設、更生保護施設、駐車場、地下街等の公益的施設

　四�　情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設（廃
棄物処理施設を除く。）、観光施設及び研究施設

　五�　船舶、航空機等の輸送施設及び人工衛星（これらの施設の運行に
必要な施設を含む。）

　六　前各号に掲げる施設に準ずる施設として政令で定めるもの
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　公共施設のマネジメントとは、どのような仕事なのでしょうか。
　国立国語研究所「外来語」委員会が 2006 年 3 月に行った「外来語」
言い換え提案では、「マネジメント」という言葉について、その意味を
次のように説明しています。

『経営や運営について、組織だって管理すること』

　この頭に「公共施設の」という言葉を加えれば、これから自分たちが
どういう仕事をしていくのかのイメージが湧きやすいのではないでしょ
うか。特に「組織だって管理する」というキーワードを必ず頭に入れて
おいてください。今までのように、公共施設の整備や維持管理、運営を
各施設を所管する課の意思だけで縦割りで行うのではなく、組織として
最適な方向へと導いていくことが公共施設マネジメントの基本です。

　現在、多くの自治体が「公共施設マネジメント」という言葉を冠した
課や係を設置しています。自治体の組織の中には、財政課や会計課など、
必ずと言っていいほど共通の名前で設置されている課もありますが、公
共施設マネジメントを冠する課や係をつくるか否かは、判断が分かれて
いるところです。だからこそ、そういう名前の課や担当を置くというこ
とは、住民や議会に対する決意表明でもあるわけです。

▶▶マネジメントとは

▶▶事務分掌に見る公共施設マネジメント担当の仕事

◎…�公共施設 
マネジメントって
どんな仕事？21
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　そこで、先進自治体の条例や規則からピックアップした事務分掌を確
認しながら、仕事に対する理解を深めていきましょう（下線はすべて著
者による）。

①神奈川県小田原市企画部公共施設マネジメント課

　住民参加型の計画策定など、先進的な取組みを行う自治体ですが、ま
ず一番目に、「総合的な調整」を掲げています。そして、「適正配置」と
いうのは、統廃合をソフトに言い換えているものと思います。
　さらには、「建物の保全」を加え、適切な管理を行いながら、建物を
維持していくための仕事をしていくこともわかります。そのため課の中
には技術職も所属していますが、そのメリットは、長期修繕計画などの
策定に不可欠の技術職との意思統一を図りやすくすることにあります。

②東京都小平市企画政策部公共施設マネジメント課

　隣の国分寺市との広域連携を行ったり、さまざまな役割の異なる公共
施設の複合化を進めたりするなど、積極的な取組みで有名な自治体です。

（1）　公共施設の整備及び管理運営の総合的な調整に関すること。
（2）　公共施設の適正配置に関すること。
（3）　市有建物の保全の総合的な調整に関すること。

（1）　公共施設マネジメントに関すること。
（2）　施設の管理及び保全に関すること。
（3）　公有財産の総合調整に関すること。
（4）　固定資産台帳の総合調整に関すること。
（5）　市の境界に関すること。
（6）　不動産の取得及び処分に関すること。
（7）　土地開発公社に関すること。
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◎…��エビデンスを 
集めよう14

　「 エ ビ デ ン ス に 基 づ く 政 策 立 案（EBPM：Evidence-based Policy 
Making）」という言葉があります。欧米諸国では、一足早く取組みが進
められていましたが、日本でも、2017 年ごろから国において取組みが
始まりました。
　今まで、自治体でよく行われていたのは、「こうなるだろう」とか、「こ
うなるに違いない」というような経験則に基づく曖昧な根拠で政策を立
案し、それを進めれば、目的達成というやり方です。これでは、PDCA
サイクルではなく、PD ピストンです。
　これに対して、「これからは、しっかりとした数値データ等を根拠に
した政策を作り、そしてそれを進め、その成果の検証も客観的なデータ
等により行い、改善していきましょう」というのが、エビデンスに基づ
く政策です。

図表 43　エビデンスに基づく政策立案のイメージ

▶▶エビデンスに基づく政策が始まっている

Ｄ
Do（実行）

Ａ
Action（改善）

Ｐ
Plan（計画）

Ｃ
Check（評価）

評
価
の
た
め
の

エ
ビ
デ
ン
ス

計
画
の
た
め
の

エ
ビ
デ
ン
ス
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　エビデンスのもとになるデータは、身近なところにたくさん存在して
います。総務省をはじめとする国のホームページ、都道府県や市区町村
の統計書、決算資料、あるいは、ハコモノに関わるシステムのサーバー
の中にも存在しています。このように、バラバラに存在しているために
気付きにくいものですが、マメに探してみることが大切です。また、収
集した目的が違うデータでも、公共施設更新問題対策における大切なエ
ビデンスとなるデータかもしれません。
　そして、私たちが見つけるエビデンスは、専門家が作るような難しい
ものでなくても大丈夫です。地方自治の現場でこそ得られるローカルな
データであるからこそ、庁内、議会、住民の皆さんが、なるほどと納得
するような説得力の高いエビデンスとなるはずです。

　公共施設マネジメントの取組みは、当初は、その後に続く方針や計画
のエビデンスが詰まった、「公共施設白書」やカルテを作るところから
始めるのが基本的でした。しかし、前述のように「公共施設等総合管理
計画」の策定要請が、策定期限付きで行われたころから、白書やカルテ
が後回しとなり、方針や計画の前に作る自治体は激減しました。
　公共施設マネジメント担当の皆さんは、それぞれの自治体の「公共施
設等総合管理計画」や、個別施設計画の中身を再確認してください。そ
こにしっかりとしたエビデンスがなければ、方針や計画の中身が抽象的
で、あいまいなものと受け取られ、この先、議会や住民の理解を得るこ
とが難しくなる場合もあります。エビデンスを見つけて、計画の補完や、
見直しを行う必要があります。

▶▶エビデンスを再確認

▶▶身近で得られるエビデンスこそが大切
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◎…��手法を考える 
その前に16

　ハコモノに限らず、自治体が所有する財産の管理に関しては、地方自
治法にいろいろな規定があり、特に行政財産に対しては、さまざまな制
限があります。せっかく考えた対策がこの制限にかかってしまっては、
かけた時間と労力は、無駄なものになってしまいます。
　そこで、基礎知識として、最低限頭の中にいれておきたい地方自治法
の規定を再確認しておきます。

　まずは、行政財産に関して規定する第 238 条の 4です。
　行政財産は、第 2項から第 4項に該当しない限り、貸付等ができませ
ん。また、行政財産のままで売却はできません。売却したい場合は、普
通財産に変えなければなりません。
　土地の貸付等は、第 2項第 1号から第 3号まで、建物は、第 4号に規
定されています。ハコモノの有効活用は、この第 4号により行うことが
できます。
　第 5項で準用する次条の規定とは、自治体の都合による契約解除と、
それに対する補償の規定です。
　第 7項から第 9項までは、「行政財産の目的外使用」に関する規定です。
第 8項において、借地借家法の規定は適用されないと明記しています。
反対解釈になりますが、貸付けにおいては、借地借家法の規定が適用さ
れるとされていることに注意が必要です。

▶▶行政財産

▶▶地方自治法を再確認
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　また、第 9項においては、自治体の都合による使用許可の取消しがで
きることを規定していますが、貸付けとは異なり、補償があることは明
記されていません。

■�地方自治法

　（行政財産の管理及び処分）
第 238条の 4　行政財産は、次項から第 4項までに定めるものを除くほか、
これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若し
くは信託し、又はこれに私権を設定することができない。
2 �　行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は目的を妨げない限
度において、貸し付け、又は私権を設定することができる。
　一�　当該普通地方公共団体以外の者が行政財産である土地の上に政令
で定める堅固な建物その他の土地に定着する工作物であつて当該行
政財産である土地の供用の目的を効果的に達成することに資すると
認められるものを所有し、又は所有しようとする場合（略）において、
その者（略）に当該土地を貸し付けるとき。

　二�　普通地方公共団体が国、他の地方公共団体又は政令で定める法人
と行政財産である土地の上に一棟の建物を区分して所有するためそ
の者に当該土地を貸し付ける場合

　三�　普通地方公共団体が行政財産である土地及びその隣接地の上に当
該普通地方公共団体以外の者と一棟の建物を区分して所有するため
その者（略）に当該土地を貸し付ける場合

　四�　行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯施設並びにこれら
の敷地（以下この号において「庁舎等」という。）についてその床面
積又は敷地に余裕がある場合として政令で定める場合において、当
該普通地方公共団体以外の者（略）に当該余裕がある部分を貸し付
けるとき（略）。

　五・六　（略）
3・ 4　（略）
5　前 3項の場合においては、次条第 4項及び第 5項の規定を準用する。
6　（略）
7 �　行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を
許可することができる。
8 �　前項の規定による許可を受けてする行政財産の使用については、借




